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Ⅰ. 企業調査の実施概要 
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Ⅰ．企業調査の実施概要 

調査対象：以下に該当する企業 

  - 農林水産業、公務（他に分類されないもの）を除く全業種 
   （鉱業・採石業・砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、 
    運輸業、卸売・小売業、金融・保険業・不動産業、飲食店・宿泊業、医療・福祉、 
    教育・学習支援業、その他サービス業） 

  - 従業員51人以上 

調査対象数：5,000社 

調査方法：郵送配布・郵送回収（無記名） 

調査期間：平成28年12月～平成29年１月 

有効回答数：723件 

有効回答率：14.5％ 

集計方法：正社員数による企業規模（「100人以下」「101～300人以下」「301人以上」）の      
      比率が、「平成26年度経済センサス基礎調査」の比率となるように、各サンプルに 
      重み付けを行った上で集計を実施。 
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Ⅱ. 企業調査の結果概要 
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１. 回答企業の概要 
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（１）回答企業の概要 

 本社所在地は、「東京都」が21.1％でもっとも多く、次いで「中部」が17.9％である。「301人以上」は「東京都」が36.9％でもっとも多い。 

 業種は、「製造業」が24.7％でもっとも多く、次いで「医療・福祉」が18.3％である。 

 正社員数は、「100人以下」が52.1％、「101～300人」が33.6％、『301人以上』※が14.3％となっている。 

図表１ 本社所在地 
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21.1%
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36.9%
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10.6%

14.7%
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7.2%
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6.0%

8.7%

0.6%

0.7%

0.5%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300以下（n=782）

301人以上（n=333）

北海道・東北 関東地方（東京都を除く） 東京都

中部 近畿 中国・四国

九州・沖縄 無回答
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24.7%

29.1%

20.1%

19.2%

6.5%

7.8%

4.3%

6.6%

8.2%

10.6%

4.9%

6.9%

11.6%

6.4%

16.8%

18.0%

4.2%

2.2%

4.5%

4.3%

4.9%

4.2%
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15.6%

23.9%

14.7%
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10.6%
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3.5%

4.3%
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3.6%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

鉱業,採石業,砂利採取業 建設業 製造業

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業 情報通信業 運輸業,郵便業

卸売業,小売業 金融業,保険業 不動産業,物品賃貸業

宿泊業,飲食ｻｰﾋﾞｽ業 教育,学習支援業 医療,福祉

その他ｻｰﾋﾞｽ業 その他 無回答

図表２ 業種 

図表３ 正社員数 

52.1%

100.0%

33.6%

100.0%

4.6%

32.4%

4.3%

30.0%

5.4%

37.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

100人以下 101人～300人 301人～500人 501人～1,000人 1,001人以上 無回答

※複数カテゴリーにまたがって言及する場合は、『』を使用する。以下同様。 
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（２）従業員の状況（女性活躍に係る指標） 

図表４ 正社員に占める女性比率 

 新規採用者の女性比率は、企業規模が大きいほど高い傾向にある。「301人以上」では「50％以上～75％未満」が23.1％でもっとも多いが、

「100人以下」では「0％」が36.9％と４割弱を占めている。 

 管理職の女性比率は、「0％」が43.1％ともっとも多く、次いで「0％超～5％未満」が15.9％となっている。企業規模が小さいほど、「0％」の割

合が高い傾向がみられる。 

 平均勤続年数の男女差は、「301人以上」で2.9年ともっとも長くなっている。 
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36.9%

20.1%
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13.0%
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12.0%
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11.4%
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10.9%

22.8%

14.7%

14.2%

13.0%

20.7%

16.7%

12.8%

20.1%

23.1%

16.2%

12.8%

22.8%

12.9%

1.2%

1.4%

1.1%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

0% 0%超～10%未満 10%以上～25%未満 25%以上～50%未満

50%以上～75%未満 75%以上 無回答

図表５ 新規採用者に占める女性比率（正社員） 
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21.9%

15.9%
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16.8%

35.4%

7.6%

6.4%
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10.5%

13.9%

12.8%

15.8%
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5.0%
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9.3%

3.6%

4.3%

3.3%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

0% 0%超～5%未満 5%超～10%未満 10%超～30%未満

30%超～50%未満 50%以上 無回答

図表６ 管理職（課長相当職以上）に占める女性比率 図表７ 正社員の平均勤続年数 

従業員数 
男性 
（年） 

女性 
（年） 

男女差※ 
（年） 

100人以下（n=1213） 12.5 10.0 2.6 

101～300人以下（n=782） 12.6 10.5 2.1 

301人以上（n=333） 14.4 11.5 2.9 

全体（n=2328） 12.8 10.4 2.5 

※男女差は、各企業における男性と女性の平均勤続年数の
差の平均値である。 
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29.1%

19.0%

20.4%

31.3%

31.2%

30.4%

33.6%

17.8%

16.3%

18.5%

21.6%

17.2%

15.6%

21.2%

13.8%

8.4%

6.4%

10.9%

10.2%

0.4%

0.7%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

0% 0%超～10%未満 10%以上～25%未満 25%以上～50%未満

50%以上～75%未満 75%以上 無回答
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（３）従業員の状況（残業時間・年次有給休暇取得率） 

 非管理職の月間総労働時間（平均）は、「160時間以上～180時間未満」が45.9％でもっとも多く、次いで「180時間以上～200時間未満」が

26.8％となっている。 

 週労働時間が60時間以上の正社員の割合は、企業規模が大きいほど高い（≒残業が多い）傾向がみられる。 

 一方、直近一年間における正社員の年次有給休暇の平均取得率は、企業規模が大きいほど高い傾向にあり、「301人以上」では『50％以

上』が５割弱を占めている。 

3.5%

4.3%

2.7%

2.7%

10.9%

9.2%

12.5%

13.5%

45.9%

40.4%

54.3%

45.9%

26.8%

31.9%

20.1%

24.0%

7.1%

9.2%

4.9%

4.5% 1.5%

1.9%

1.4%

4.5%

3.0%

2.8%

3.3%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

140時間未満 140時間以上～160時間未満 160時間以上～180時間未満

180時間以上～200時間未満 200時間以上～220時間未満 220時間以上

わからない､把握していない 無回答

図表８ 非管理職の月間総労働時間（平均） 

53.8%

57.4%

56.5%

33.9%

18.4%

13.5%

19.0%

34.5%

7.6%

9.2%

4.3%

9.6%

4.6%

3.5%

5.4%

6.3%

4.7%

5.7%

3.8%

3.0%

5.1%

6.4%

3.8%

3.6%

5.9%

4.3%

7.1%

9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

0% 0%超～3%未満 3%以上～5%未満 5%以上～10%未満

10%以上～15%未満 15%以上 無回答

図表９ 週労働時間が60時間以上の正社員の割合 

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

27.5%

28.4%

29.3%

19.8%

34.6%

35.5%

35.9%

28.8%

26.1%

23.4%

26.1%

36.0%

6.1%

5.7%

4.9%

10.5%

5.7%

7.1%

3.8%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

0% 0%超～25%未満 25%以上～50%未満 50%以上～75%未満 75%以上 無回答

図表１０ 直近１年間における正社員の年次有給休暇の平均取得率 
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（４）コース別雇用管理制度 

 コース別雇用管理制度を「導入している」企業は、全体の21.5％と２割強である。「301人以上」では、「導入している」割合が37.2％と高い。 

 働き方に限定のある正社員の雇用区分については、「設けていない」が58.7％でもっとも多く、次いで「仕事の範囲・職務に限定のある正社

員」が18.0％、「勤務地に限定のある正社員」が13.8％となっている。 

図表１１ コース別雇用管理制度の導入状況 図表１２ 働き方に限定のある正社員の雇用区分の導入状況 

18.0%

13.8%

9.9%

1.0%

58.7%

9.4%

17.0%

9.9%

9.2%

0.7%

63.8%

9.2%

17.4%

12.5%

11.4%

1.1%

56.0%

11.4%

23.1%

30.6%

8.7%

1.8%

46.2%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事の範囲･職務に限定のある正社員

勤務地に限定のある正社員

労働時間に限定のある正社員

その他

働き方に限定のある正社員の

雇用管理区分は設けていない

無回答
全体（n=2328）
100人以下（n=1213）
101人～300人以下（n=782）
301人以上（n=333）

21.5%

18.4%

19.6%

37.2%

77.0%

80.9%

77.2%

62.5%

1.5%

0.7%

3.3%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

導入している 導入していない 無回答
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２. 改正育児・介護休業法 関連制度の状況 
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（１）改正育児・介護休業法（平成29年１月１日施行）の対応状況 

 「子の看護休暇」、「有期契約労働者の育児休業の取得要件」、「育児休業等の対象となる子の範囲」のいずれについても、「301人以上」の

企業において「法定を上回る制度を整備する」割合が高い傾向にあり、「子の看護休暇」については２割強、それ以外については１割弱を

占めている。一方、「100人以下」では「法定どおりの制度を整備する」がもっとも多いものの、「まだ対応できていない」との回答も一定程度

みられる。 

図表１３ 子の看護休暇 図表１４ 有期契約労働者の育児休業の取得要件 

図表１５ 育児休業等の対象となる子の範囲 

11.6%

10.6%

8.7%

22.2%

72.3%

67.4%

79.3%

73.9%

12.9%

18.4%

8.7%

2.4%

1.9%

2.1%

2.2%

1.3%

1.4%

1.1%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

法定を上回る制度を整備する 法定どおりの制度を整備する まだ対応できていない

わからない 無回答

3.7%

1.4%

4.9%

9.3%

78.8%

74.5%

82.6%

85.9%

10.3%

14.9%

6.5%

2.7%

4.6%

6.4%

3.8%

0.3%

2.5%

2.8%

2.2%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

法定を上回る制度を整備する 法定どおりの制度を整備する まだ対応できていない

わからない 無回答

3.0%

1.4%

3.3%

7.8%

81.2%

76.6%

85.9%

87.1%

11.4%

16.3%

7.1%

3.6%

2.6%

3.5%

2.2%

0.3%

1.8%

2.1%

1.6%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

法定を上回る制度を整備する 法定どおりの制度を整備する まだ対応できていない

わからない 無回答

※注1：平成29年１月１日時点の対応状況である。 

※注2：制度内容については平成28年４月の法
改正事項以外の事項も含めた回答である。 
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（２）育児休業制度：休業期間 

 育児休業制度について、制度上、子が何歳になるまで育児休業を取得できるか（最長育児休業期間）をみると、「１歳６か月まで（法定どお

り）」が77.2％でもっとも多く、次いで「２歳以上」が9.9％となっている。「301人以上」では、「１歳６か月～２歳未満」「２歳以上」の割合が他と

比べて高く、あわせて４割強が法定を上回る育児休業期間を設定している。 

 女性正社員について、もっとも多い育児休業期間は、「１歳６か月まで」が55.4％、次いで「10か月以上～12か月未満」が19.7％となっている。 

図表１６ 最長育児休業期間 

1.4%

2.6%

2.8%

3.3%

77.2%

79.4%

82.6%

56.2%

4.2%

1.4%

3.3%

16.2%

9.9%

7.8%

6.5%

25.5%

3.1%

5.0%

1.1%

0.9%

1.9%

2.1%

2.2%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

1か月未満 1か月以上～3か月未満 3か月以上～6か月未満

6か月以上～10か月未満 10か月以上～12か月未満 1歳6か月まで

1歳6か月以上～2歳未満 2歳以上 わからない､該当者がいない

無回答

図表１７ 最も多い休業期間（女性正社員） 

1.1%

1.3%

1.4%

1.6%

2.4%

2.1%

2.7%

2.4%

19.7%

15.6%

24.5%

23.4%

55.4%

56.0%

56.5%

50.2%

2.6%

1.4%

1.1%

10.5%

1.6%

0.7%

1.1%

6.0%

13.5%

19.9%

7.6%

4.2%

3.1%

2.8%

3.8%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

1か月未満 1か月以上～3か月未満 3か月以上～6か月未満

6か月以上～10か月未満 10か月以上～12か月未満 1歳6か月まで

1歳6か月以上～2歳未満 2歳以上 わからない､該当者がいない

無回答
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（２）育児休業制度：育児休業取得率 

 女性の育児休業取得率は、正社員、有期契約労働者ともに90％超と高い水準にある。 

 男性の育児休業取得率は、正社員は4.2％、有期契約労働者は0.5％である。 

 正社員の育児休業取得率をみると、男女ともに「100人以下」では、他と比べて「0％」の割合が高い傾向がみられる。 

ｎ 
（出産者又は配偶者が出産し

た者がいた企業数） 

育児休業 
取得率 

女性 - 正社員 1198 93.7% 

女性 - 有期契約労働者 429 94.1% 

男性 - 正社員 1495 4.2% 

男性 - 有期契約労働者 111 0.5% 

図表２０ 育児休業取得率 

※注1：育児休業取得率は、平成26年10月1日から平成27年9月1日までの1年間に出
産した者、又は配偶者が出産した者がいた者のうち、平成28年10月1日までに育児休
業を開始した者（育児休業の申出をしている者を含む。）の割合により算出している。 

※注2：数値は、企業単位の育児休業取得率の平均値である。 

図表１８ 育児休業取得率 
〔男性正社員〕 

図表１９ 育児休業取得率 
〔女性正社員〕 

4.2%

8.5%

2.4%

1.1%

0.9%

2.1%

0.7%

2.2%

4.0%

1.9%

2.4%

0.8%

9.0%

84.9%

80.9%

88.7%

83.5%

5.5%

8.5%

4.0%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1198）

100人以下（n=404）

101人～300以下（n=527）

301人以上（n=267）

0% 0%超～5%未満 5%以上～10%未満 10%以上～50%未満
50%以上～75%未満 75%以上～100%未満 100% 無回答

83.8%

88.7%

86.2%

62.0%

2.3%

15.8%

1.1%

0.7%

5.4%

6.1%

3.7%

6.5%

12.2%

1.8%

2.5%

0.7%

2.3%0.5%

1.3%

1.2%

1.4%

1.4%

3.5%

3.7%

4.3%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1495）

100人以下（n=688）

101人～300以下（n=586）

301人以上（n=221）

0% 0%超～5%未満 5%以上～10%未満 10%以上～50%未満
50%以上～75%未満 75%以上～100%未満 100% 無回答
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45.8%

40.4%

47.8%

60.7%

30.6%

26.2%

37.0%

31.8%

9.9%

13.5%

6.5%

5.1%

2.7%

4.3%

1.1%

0.6%

9.8%

14.2%

6.5%

1.5%

1.1%

1.4%

1.1%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

ある まあある あまりない ない わからない､該当者がいない 無回答

（３）子どものための休暇取得や、働き方を変えやすい雰囲気 

 子どものために休暇・休業を取得したり、働き方を変えやすい雰囲気があるかどうかをみると、男性正社員については、『ある（「ある」＋「ま

あある」の合計）』が38.5％、『ない（「ない」＋「あまりない」の合計）』が44.9％であり、『ない』の割合が『ある』を上回っている。 

 一方、女性正社員については、『ある』が76.4％、『ない』が12.6％であり、男性正社員と女性正社員で、大きな差があることがわかる。 

図表２１ 子どものための休暇取得や、働き方を変えやすい雰囲気 
〔男性正社員〕 

図表２２ 子どものための休暇取得や、働き方を変えやすい雰囲気 
〔女性正社員〕 

11.9%

14.2%

8.7%

11.1%

26.6%

24.8%

26.6%

33.0%

34.9%

34.0%

35.9%

35.4%

10.0%

7.8%

13.0%

10.8%

15.3%

17.7%

14.1%

9.0%

1.4%

1.4%

1.6%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

ある まあある あまりない ない わからない､該当者がいない 無回答
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（４）男性が育児休業を取得しない理由 

 企業の人事担当者からみた、男性が育児休業を取得しない理由とし

ては、「男性自身に育児休業を取る意識がない」が50.5％、「配偶者

や祖父母等､自分以外に育児を担う人がいる」が44.9％が上位となっ

ている。また、企業規模が大きいほど、「男性で育児休業を取得して

いる人が少ないため、言い出しにくい」、「残業が多い等、業務が繁

忙、職場の人手が不足している」の割合が高い傾向がみられる。 

図表２３ 男性が育児休業を取得しない理由 

37.6%

7.5%

4.7%

11.3%

23.0%

29.6%

5.5%

5.5%

44.9%

37.1%

50.5%

4.3%

8.7%

1.4%

29.8%

5.7%

2.8%

8.5%

19.1%

27.7%

4.3%

2.8%

39.0%

29.8%

41.8%

5.0%

12.1%

1.4%

43.5%

7.1%

6.5%

12.0%

22.3%

29.3%

6.0%

7.6%

52.7%

44.6%

59.2%

3.8%

5.4%

1.6%

52.3%

15.3%

7.2%

19.8%

39.0%

36.9%

8.7%

10.2%

47.7%

46.2%

61.3%

3.3%

4.2%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性で育児休業を取得している人が少ないため､

言い出しにくい

管理職層の理解や協力を得ることが難しい

職場の制度や手続きがわからない

制度を十分に理解していない､

自分が制度対象であることを知らない

残業が多い等､業務が繁忙､

職場の人手が不足している

自分にしかできない仕事や担当の仕事があり､

休業中の対応が難しい

昇給や昇格など､今後のｷｬﾘｱ形成に悪影響がある

仕事にやりがいを感じている

配偶者や祖父母等､自分以外に育児を担う人がいる

収入が減ってしまう

男性自身に育児休業を取る意識がない

その他

わからない

無回答

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）
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（５）男性の育児参加促進 

 男性の育児参加意欲を高める必要性については、『感じている（「感

じている」＋「まあ感じている」の合計）』と『感じていない（「感じてい

ない」＋「あまり感じていない」の合計）』がそれぞれ約３割と、ほぼ拮

抗している。 

 男性の育児休業等の取得促進、育児参加促進を目的とした取組に

ついては、「特に実施していない」が54.9％、実施しているものでは

「配偶者出産休暇制度を設けている」が34.4％となっている。 

図表２５ 男性の育児休業等の取得促進､育児参加促進を目的と
した取組 

34.4%

6.9%

3.2%

8.6%

5.0%

1.1%

0.4%

0.4%

1.3%

54.9%

1.8%

26.2%

2.1%

1.4%

7.8%

2.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.7%

63.1%

1.4%

35.9%

8.7%

1.6%

7.6%

6.5%

0.5%

0.0%

0.5%

1.1%

53.3%

2.7%

60.7%

20.1%

13.5%

13.8%

9.0%

6.6%

2.7%

1.2%

4.2%

28.5%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者出産休暇制度を設けている

男性の育児休業取得率や

取得人数の目標を定めている

男性の育児休業取得者の体験談等を､

従業員に周知している

男性に､育児休業や休暇の取得を

上司や人事部から働きかけている

出産後8週間を超えた期間で､

育児休業を複数回に分けて取得可能

会社独自に､育児休業中の所得保障を行っている

夫婦参加型や男性対象の育児ｾﾐﾅｰを実施している

子どもを持つ男性社員のﾈｯﾄﾜｰｸづくりを行っている

その他

特に実施していない

無回答

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

図表２４ 男性の育児参加意欲を高める取組を行う必要性 

10.2%

4.3%

12.0%

27.6%

18.6%

17.7%

16.3%

27.0%

42.4%

46.1%

43.5%

26.4%

18.8%

19.1%

20.1%

14.4%

9.4%

12.8%

6.5%

3.6%

0.7%

1.6%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

感じている まあ感じている どちらともいえない

あまり感じていない 感じていない 無回答
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（６）妊娠・出産による女性の離職状況 

 妊娠・出産による女性の離職状況は、正社員では、「妊娠・出産で離職する女性はほとんどいない」が53.9％、「妊娠・出産で離職する女性

も少数派だがいる」が21.7％となっている。一方、有期契約労働者では、「妊娠・出産で離職する女性はほとんどいない」が29.8％、「妊娠・

出産で離職する女性も少数派だがいる」が16.8％となっている。 

 規模別にみると、「301人以上」において、正社員・有期契約労働者ともに「妊娠・出産で離職する女性も少数派だがいる」割合が約３～４割

と、他と比べて高い傾向がみられる。 

図表２６ 妊娠・出産による女性の離職〔正社員〕 図表２７ 妊娠・出産による女性の離職〔有期契約労働者〕 

29.8%

24.8%

36.4%

32.4%

16.8%

11.3%

19.0%

31.5%

2.8%

2.1%

3.3%

4.2%

2.4%

2.8%

1.6%

2.7%

41.1%

49.6%

34.2%

26.4%

7.0%

9.2%

5.4%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

妊娠･出産で離職する女性はほとんどいない 妊娠･出産で離職する女性も少数派だがいる
妊娠･出産で離職する女性が多い 妊娠･出産でほとんど離職する
わからない､該当者がいない 無回答

53.9%

50.4%

59.2%

54.4%

21.7%

17.0%

22.3%

37.5%

1.4%

1.6%

3.3%

1.9%

2.8%

1.1%

20.7%

29.1%

14.7%

4.2%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

妊娠･出産で離職する女性はほとんどいない 妊娠･出産で離職する女性も少数派だがいる
妊娠･出産で離職する女性が多い 妊娠･出産でほとんど離職する
わからない､該当者がいない 無回答
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19.8%

8.9%

37.6%

8.0%

8.9%

31.5%

1.3%

14.6%

22.4%

3.8%

14.9%

6.4%

34.0%

5.0%

5.0%

27.0%

0.7%

11.3%

31.9%

4.3%

24.5%

10.3%

39.7%

9.2%

9.2%

34.2%

1.6%

18.5%

15.2%

3.8%

27.0%

15.0%

45.3%

15.9%

22.2%

41.4%

2.4%

17.1%

4.5%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

制度利用者の配属先や異動が限定されている

制度利用者がｷｬﾘｱｱｯﾌﾟを目指さない傾向にある

制度利用者に対する仕事の配分が難しい

制度利用者に対する人事評価が難しい

管理職によって仕事の配分･評価方法の

考え方や対応が異なる

制度利用者の周囲の社員の負担が大きい

その他

特にない

わからない､該当者がいない

無回答

全体（n=2328）
100人以下（n=1213）
101人～300人以下（n=782）
301人以上（n=333）

（７）短時間勤務制度：制度の利用状況、運用上の課題 

 育児休業後の短時間勤務制度の利用状況については、「ほとんどの人が利用する」が32.3％と３割強を占めている。 

 短時間勤務制度を運用する上での課題は、「制度利用者に対する仕事の配分が難しい」（37.6％）、「制度利用者の周囲の社員の負担が大

きい」（31.5％）、「制度利用者の配属先や異動が限定されている」（19.8％）などが上位にあげられている。 

図表２８ 育児休業後の短時間勤務制度の利用状況 図表２９ 短時間勤務制度を運用する上での課題 

32.3%

23.4%

34.8%

58.6%

7.2%

8.5%

4.9%

7.5%

14.3%

7.8%

22.3%

19.2%

16.4%

17.7%

17.4%

9.3%

20.0%

30.5%

11.4%

2.1%

3.1%

4.3%

2.2%

1.2%

5.3%

6.4%

5.4%

1.2%

1.4%

1.4%

1.6%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

ほとんどの人が利用する
半数程度は利用する
一部の人は利用する
ほとんどの人は利用しない
そもそも育児休業制度の取得者が､ほとんどいない
その他
わからない
無回答
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（７）短時間勤務制度：利用期間 

 短時間勤務制度について、制度上、利用可能な最長期間をみると、「３歳未満（法定どおり）」が44.4％でもっとも多く、次いで「３歳以降、小

学校就学前まで」が13.2％となっている。 

 また、もっとも多い利用期間は、「３歳未満」が25.5％、「２歳未満」が8.8％となっている。 

 「301人以上」では、最長利用期間、もっとも多い利用期間とも、法定の３歳未満を超える割合が高い傾向にあり、最長利用期間では「小学

校３年生まで」が25.5％と約４分の１を占めている。また、もっとも多い利用期間では、同じく「小学校３年生まで」が13.8％を占めている。 

図表３０ 短時間勤務制度の最長利用期間 図表３１ 短時間勤務制度について、最も多い利用期間 

3.2%

3.5%

3.8%

3.5%

5.7%

1.1%

1.5%

44.4%

46.8%

43.5%

37.8%

13.2%

11.3%

15.8%

14.1%

2.7%

2.1%

2.2%

5.7%

6.9%

1.4%

7.6%

25.5%

4.6%

1.4%

6.5%

11.7%

18.1%

24.8%

14.7%

1.8%

2.7%

2.1%

4.3%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

1歳未満 2歳未満 3歳未満
3歳以降､小学校就学前まで 小学校1年生まで 小学校3年生まで
小学校卒業まで 小学校卒業以降 わからない､該当者がいない
無回答

6.4%

5.7%

9.2%

2.4%

8.8%

9.9%

8.2%

6.3%

25.5%

22.7%

26.6%

33.3%

8.0%

5.7%

8.2%

16.2%

2.6%

4.3%

5.7%

3.8%

4.3%

13.8%

2.1%

1.4%

2.2%

4.2%

35.5%

45.4%

28.8%

15.0%

7.1%

7.8%

7.6%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

1歳未満 2歳未満 3歳未満
3歳以降､小学校就学前まで 小学校1年生まで 小学校3年生まで
小学校卒業まで 小学校卒業以降 わからない､該当者がいない
無回答
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３. 有期契約労働者の育児休業制度等の状況 
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（１）有期契約労働者の育児休業の取得要件、両立支援 

 有期契約労働者の育児休業の取得要件について、勤続年数は「１年以上の勤務を要件としている」が59.0％、復帰後の雇用継続の見込み

は「特に定めていない」が49.6％、「子が１歳６か月になるまでの間に､労働契約の満了が明らかでない」が34.2％である。 

 有期契約労働者に対する両立支援としては、「有期契約労働者に対して､両立支援制度の情報提供を実施」が15.9％、「産前･産後休業､育

児休業の取得者に､復帰後の面談の実施」が15.3％となっている。 

図表３３ 有期契約労働者に対する両立支援 

15.9%

5.6%

15.3%

3.8%

59.4%

9.7%

12.1%

3.5%

12.1%

3.5%

64.5%

10.6%

15.2%

6.5%

17.9%

3.8%

57.1%

9.8%

31.5%

11.1%

20.7%

4.5%

45.9%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有期契約労働者に対して､両立支援制度の

情報提供を実施

管理職層に､有期契約労働者の

両立支援制度利用の情報提供を実施

産前･産後休業､育児休業の取得者に､

復帰後の面談の実施

その他

特に行っていない

無回答

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

図表３２ 有期契約労働者の育児休業の取得要件 

26.9%

29.8%

28.3%

12.9%

1.2%

1.4%

1.1%

0.9%

4.4%

5.0%

3.8%

3.9%

59.0%

53.2%

59.2%

79.6%

2.0%

2.8%

1.1%

0.9%

6.5%

7.8%

6.5%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

特に定めていない 6か月未満の勤続を要件としている

6か月～1年未満の勤続を要件としている 1年以上の勤務を要件としている

その他 無回答

〔勤続年数〕 

〔復帰後の雇用継続の見込み〕 

49.6%

56.7%

46.7%

30.3%

34.2%

25.5%

38.0%

56.5%

6.2%

4.3%

8.2%

9.0%

10.0%

13.5%

7.1%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

特に定めていない
子が1歳6か月になるまでの間に､労働契約の満了が明らかでない
その他
無回答
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（２）正社員への登用制度 

 有期契約労働者から正社員への登用制度については、「正社員登用の仕組みがあり､登用実績もある」が59.1％でもっとも多く、次いで「正

社員登用の仕組はない」が15.1％である。 

 さらに、「正社員登用の仕組みはあるが、登用実績はない」と回答した企業について、その理由をみると、「正社員への登用を希望する有期

契約労働者がいないから」が41.2％、「正社員への登用要件を満たす有期契約労働者がいないから」が27.6％となっている。 

図表３４ 有期契約労働者から正社員への登用制度 

9.1%

13.5%

5.4%

2.1%

59.1%

51.8%

64.7%

73.0%

15.1%

13.5%

16.8%

17.1%

5.7%

6.4%

6.0%

2.7%

3.8%

5.7%

1.6%

1.8%

7.1%

9.2%

5.4%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

正社員登用の仕組みはあるが､登用実績はない
正社員登用の仕組みがあり､登用実績もある
正社員登用の仕組みはない
その他
わからない
無回答

図表３５ 有期契約労働者の登用実績がない理由 

19.0%

41.2%

27.6%

10.5%

4.0%

0.0%

15.8%

42.1%

31.6%

5.3%

5.3%

0.0%

30.0%

40.0%

10.0%

30.0%

0.0%

0.0%

28.6%

28.6%

42.9%

14.3%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

登用制度を導入して間もないから

正社員への登用を希望する

有期契約労働者がいないから

正社員への登用要件を満たす

有期契約労働者がいないから

その他

わからない

無回答

全体（n=213）

100人以下（n=163）

101人～300人以下（n=42）

301人以上（n=7）
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 育児休業制度利用者の評価について、査定期間がすべて育児休業期間となる場合の評価方針をみると、「休業中は評価対象とせず、休

業前の期の評価を､対象に含める」「特に評価の方針を示していない」がそれぞれ約２割、「休業中は評価対象とせず､休業した期間分､昇

進･昇格が遅れる」が15.4％となっている。会社として方針を示しておらず、職場や管理職によって対応が異なるケースや、育児休業の取得

により昇進・昇格において不利になるケースが、一定程度存在していることがわかる。 

図表３６ 査定期間がすべて育児休業期間となる場合の評価方針 

（１）制度利用者（正社員）に対する目標設定や評価の方針：育児休業 

20.6%

17.0%

21.7%

30.6%

7.9%

6.4%

8.2%

12.9%

15.4%

7.8%

23.9%

22.8%

20.0%

22.7%

17.4%

16.5%

2.7%

2.1%

2.7%

4.5%

29.7%

39.7%

22.8%

9.3%

3.8%

4.3%

3.3%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

休業中は評価対象とせず､休業前の期の評価を､対象に含める
休業中の評価を､一律の評価や平均的な評価で代替する
休業中は評価対象とせず､休業した期間分､昇進･昇格が遅れる
特に評価の方針を示していない
その他
そのようなｹｰｽはない
無回答
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27.5%

22.0%

33.2%

34.2%

15.6%

11.3%

17.9%

25.8%

41.9%

46.1%

38.6%

34.5%

8.0%

10.6%

6.0%

3.0%

7.0%

9.9%

4.3%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

勤務時間短縮分に応じた目標設定､その達成度で評価している
ﾌﾙﾀｲﾑ勤務者と同じ基準で目標設定､その達成度で評価している
特に目標設定や評価の方針を示していない
その他
無回答

 短時間勤務制度利用により短縮した時間分の賃金の取扱いについては「勤務時間に応じて減額している」が73.5％、制度利用者の目標設定については

「特に目標設定や評価の方針を示していない」が41.9％、「勤務時間短縮分に応じた目標設定､その達成度で評価している」が27.5％、「フルタイム勤務者と

同じ基準で目標設定､その達成度で評価している」が15.6％となっている。 

 賃金は減額されるが目標設定や評価はフルタイム勤務者と同様であるケースや、制度を利用しても賃金は減額されず目標設定や評価は時間短縮分に応

じて行われているケースが一定程度みられ、制度利用者の負担感や、周囲のフルタイム勤務者との間で不公平感が生じている可能性も考えられる。 

図表３７ 短時間勤務制度利用により短縮した時間分の賃金の取扱い 

（１）制度利用者（正社員）に対する目標設定や評価の方針：短時間勤務制度 

73.5%

65.2%

78.3%

92.5%

4.1%

5.0%

3.3%

2.7%

0.9%

0.7%

1.1%

1.2%

6.0%

7.8%

4.9%

1.8%

8.6%

11.3%

7.6%

1.2%

6.9%

9.9%

4.9%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

勤務時間に応じて減額している
一定の期間は減額せず､その期間を過ぎたら減額している
勤務時間によらず､一律に減額している
減額しない
その他
無回答 図表３８ 短時間勤務制度の目標設定 

      Q30(3) 短時間勤務制度利用者の目標設定 

  

合計 

勤
務
時
間
短
縮
分
に 

応
じ
た
目
標
設
定
、
そ
の

達
成
度
で
評
価
し
て
い
る 

フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
者
と 

同
じ
基
準
で
目
標
設
定
、 

そ
の
達
成
度
で
評
価
し
て
い
る 

特
に
目
標
設
定
や
評
価
の

方
針
を
示
し
て
い
な
い 

そ
の
他 

無
回
答 

  
全体 

2328 640 364 976 186 162 

  100.0% 27.5% 15.6% 41.9% 8.0% 7.0% 

Q
3
0(
2)
 

短
時
間
勤
務
制
度
利
用
に
よ
り
短
縮
し
た
時
間
分

の
賃
金
の
取
扱
い 

勤務時間に応じて減額し

ている 

1711 579 321 744 43 23 

100.0% 33.8% 18.8% 43.5% 2.5% 1.3% 

一定の期間は減額せず､そ

の期間を過ぎたら減額し

ている 

95 23 27 45 0 0 

100.0% 24.8% 28.2% 47.0% 0.0% 0.0% 

勤務時間によらず､一律に

減額している 

21 9 0 12 0 0 

100.0% 45.0% 0.0% 55.0% 0.0% 0.0% 

減額しない 139 26 15 97 1 0 

100.0% 18.5% 10.7% 70.1% 0.7% 0.0% 

その他 201 2 1 48 141 9 

100.0% 1.0% 0.5% 23.9% 70.3% 4.3% 

 

図表３９ 短時間勤務制度利用により短縮した時間分の賃金の取扱い別  

          短時間勤務制度利用者の目標設定 
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7.9%

5.7%

6.5%

18.9%

21.5%

18.4%

21.2%

33.3%

26.6%

24.8%

29.9%

25.2%

5.7%

5.7%

6.0%

4.8%

15.1%

13.5%

17.9%

14.1%

20.2%

28.4%

15.2%

2.1%

3.2%

3.5%

3.3%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

重視している やや重視している あまり重視していない 重視していない

わからない 該当者がいない 無回答

 自社におけるキャリア形成の考え方（A=管理職のみを目指す単線型／B=管理職･専門職を目指す複線型）は、『Bに近い（「Bに近い」＋「や

やBに近い」）』が60.5％、『Aに近い（「Aに近い」＋「ややAに近い」）』が28.6％で、『Bに近い』方が割合が高い。 

 育児休業から復職した正社員の能力開発やキャリア形成支援の重視度については、「あまり重視していない」が26.6％でもっとも多く、次い

で「やや重視している」が21.5％である。 

図表４０ キャリア形成の考え方 
図表４１ 育児休業から復職した正社員の能力開発

やキャリア形成支援の重視度 

（２）キャリア形成の方針 

※A=管理職のみを目指す単線型／B=管理職･専門職を目指す複線型 

9.4%

7.8%

8.7%

16.8%

19.2%

16.3%

20.1%

27.6%

37.5%

40.4%

38.6%

24.0%

23.0%

23.4%

21.7%

24.3%

11.0%

12.1%

10.9%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

Aに近い ややAに近い ややBに近い Bに近い 無回答
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53.5%

48.9%

56.5%

63.4%

22.3%

23.4%

22.3%

18.3%

12.9%

13.5%

12.5%

12.0%

3.9%

5.0%

3.3%

1.8%

4.8%

6.4%

3.3%

2.4%

2.5%

2.8%

2.2%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

なされている まあなされている あまりなされていない

なされていない どちらともいえない,わからない 無回答

59.6%

51.8%

66.3%

72.4%

22.8%

24.8%

22.8%

15.3%

7.8%

9.2%

6.0%

6.9%

3.0%

4.3%

1.6%

1.5%

4.5%

7.1%

1.6%

1.5%

2.4%

2.8%

1.6%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

なされている まあなされている あまりなされていない

なされていない どちらともいえない,わからない 無回答

52.3%

48.9%

53.8%

61.3%

27.9%

27.7%

30.4%

23.1%

8.1%

7.8%

8.2%

9.0%

3.9%

5.0%

3.3%

1.8%

5.3%

7.8%

2.7%

2.4%

2.4%

2.8%

1.6%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

なされている まあなされている あまりなされていない

なされていない どちらともいえない,わからない 無回答

 女性正社員と男性正社員について、①採用、②配置・配属、③育成、④登用のそれぞれにおいて、変わらない取り扱いがなされているかど

うかをみると、「なされている」と「まあなされている」を合計した割合は、「採用」84.6％、「配置・配属」80.2％、「育成」82.4％、「登用」75.8％

であり、「登用」において、女性正社員と男性正社員の変わらない取り扱いがなされている割合がもっとも低くなっている。 

図表４２ 男性正社員と女性正社員の変わらない取り扱い 

（３）男性正社員と女性正社員の変わらない取り扱い 

67.1%

61.7%

72.8%

73.6%

17.5%

18.4%

16.8%

15.6%

6.0%

6.4%

5.4%

5.7%

3.1%

5.0%

1.1%

1.2%

3.9%

5.7%

2.2%

1.8%

2.3%

2.8%

1.6%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

なされている まあなされている あまりなされていない

なされていない どちらともいえない,わからない 無回答

〔配置・配属〕 〔採用〕 

〔育成〕 〔登用〕 
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５. 妊娠、出産、育児休業等に関するハラスメント対策 
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（１）マタハラ※防止対策 

 マタハラ防止のための対策（平成29年１月１日以降）は、

「就業規則等による方針の明文化」が48.0％でもっとも多く、

次いで「社内相談窓口の設置」が44.8％、「社内報やパン

フレット等広報啓発資料の作成･配付」が18.1％となってい

る。また、「特に予定していない」も全体の約４分の１を占

めている。 

図表４３ マタハラ防止のための対策 

48.0%

18.1%

31.0%

44.8%

10.7%

15.7%

11.0%

12.2%

4.0%

1.6%

25.7%

5.8%

39.7%

10.6%

25.5%

35.5%

5.7%

12.1%

8.5%

11.3%

2.8%

1.4%

29.1%

8.5%

52.2%

22.3%

30.4%

47.8%

9.8%

14.7%

10.3%

14.1%

3.8%

2.2%

27.2%

3.3%

68.2%

35.4%

52.6%

71.8%

30.9%

31.5%

21.3%

11.1%

8.4%

0.6%

9.6%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就業規則等による方針の明文化

社内報やﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等広報啓発資料の

作成･配付

行為者に対する懲戒処分の明文化

社内相談窓口の設置

社外相談窓口の設置

管理職に対する研修の実施

全社員に対する研修の実施

妊娠･出産､育児休業等取得の

従業員の職場に対する業務上の応援

実態把握のためのｱﾝｹｰﾄの実施

その他

特に予定していない

無回答

全体（n=2328）
100人以下（n=1213）
101人～300人以下（n=782）
301人以上（n=333）

※注：本調査では、妊娠、出産、育児休業等の取得等を理由とする、上司・同僚等による就業環境を
害する行為をマタハラ（マタニティ・ハラスメント）という。また、特に「男性」であるためにそうした被害を
受けている場合をパタハラ（パタニティ・ハラスメント）という。 
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（２）マタハラ等に関する相談、マタハラ対策で難しいこと 

 マタハラ防止のための対策として「社内相談窓口の設置」を行っている企業について、平成27年度の１年間に、相談窓口へマタハラ等に関

する「相談や苦情があった」割合は、8.0％となっている。 

 マタハラ・パタハラ対策を進める上で難しいことは、「何がマタハラ・パタハラにあたるのかがわかりにくい」が46.8％、「職場だけではない男

女の性別役割分担意識がある」が22.3％である。一方、「特に難しいと感じることはない」は27.0％となっている。 

図表４４ 相談窓口へのマタハラ等に関する相談や苦情の有無 
図表４５ マタハラ・パタハラ対策を進める上で難しいこと 

8.0%

6.0%

9.0%

10.0%

83.2%

92.0%

77.5%

76.2%

7.1%

2.0%

10.1%

11.7%

1.7%

3.4%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1047）

100人以下（n=430）

101人～300人以下（n=378）

301人以上（n=239）

相談や苦情があった 相談や苦情はなかった わからない 無回答

46.8%

8.5%

22.3%

4.2%

27.0%

8.5%

48.2%

9.2%

22.7%

4.3%

26.2%

8.5%

44.0%

7.1%

20.1%

4.9%

27.7%

10.9%

48.0%

9.3%

25.8%

2.7%

27.9%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

何がﾏﾀﾊﾗ･ﾊﾟﾀﾊﾗにあたるのかが

わかりにくい

管理職層の理解を得ることが難しい

職場だけではない

男女の性別役割分担意識がある

その他

特に難しいと感じることはない

無回答

全体（n=2328）
100人以下（n=1213）
101人～300人以下（n=782）
301人以上（n=333）
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６. 居住地変更を伴う異動（転勤） 
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（１）居住地変更を伴う異動（転勤）、転勤決定にあたっての配慮 

 居住地変更を伴う異動（以下、「転勤」という）が「ある」割合は全体の44.8％である。企業規模が大きいほど、「ある」の割合が高くなり、「301

人以上」では75.4％の企業で転勤がある。 

 転勤がある企業について、転勤の決定にあたっての配慮をみると、「本人の希望や事情を聞くが会社の事情を優先して決める」が45.1％、

「本人の希望や事情を優先して決める」が30.4％、「本人の同意が得られない限り転勤させない」が20.1％となっている。企業規模が大きい

ほど、「本人の希望や事情を聞くが会社の事情を優先して決める」割合が高い傾向にあり、「301人以上」では６割強にのぼっている。 

図表４６ 居住地変更を伴う異動（転勤）の有無 図表４７ 転勤の決定にあたって本人の希望や事情についての配慮 

44.8%

35.5%

46.2%

75.4%

45.8%

51.8%

46.7%

21.9%

8.6%

12.1%

6.0%

2.1%

0.8%

0.7%

1.1%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

ある ない(選択肢3以外) 単独事業所のため､居住地変更を伴う異動はない 無回答

20.1%

26.0%

18.8%

12.0%

30.4%

38.0%

29.4%

18.7%

45.1%

34.0%

45.9%

62.9%

2.3%

3.5%

4.4%

2.1%

2.0%

2.4%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1042）

100人以下（n=430）

101人～300人以下（n=361）

301人以上（n=251）

本人の同意が得られない限り転勤させない
本人の希望や事情を優先して決める
本人の希望や事情を聞くが会社の事情を優先して決める
その他
無回答



33 Mitsubishi UFJ Research and Consulting  

LINE 本文ページ 

（２）本人の申出により転勤を回避できる制度 

 転勤がある企業について、本人の申出により転勤を回避できる制度が

「ある」割合は、42.1％である。 

 転勤を回避できる制度がある企業について、具体的な事由をみると、「本

人の健康状態」（83.4％）、「家族の病気、看護」（78.6％）、「家族の介護」

（78.4％）などが上位となっている。 

図表４８ 本人の申出により転勤を回避できる制度の有無 

図表４９ 転勤を回避できる事由 

42.1%

38.0%

48.2%

40.2%

55.6%

60.0%

49.4%

57.0%

2.3%

2.0%

2.4%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1042）

100人以下（n=430）

101人～300人以下（n=361）

301人以上（n=251）

ある ない 無回答

83.4%

28.9%

78.6%

78.4%

41.1%

24.2%

19.0%

11.9%

3.4%

7.4%

1.4%

89.5%

31.6%

73.7%

78.9%

36.8%

26.3%

26.3%

15.8%

0.0%

0.0%

0.0%

82.9%

29.3%

82.9%

78.0%

41.5%

22.0%

12.2%

12.2%

7.3%

12.2%

2.4%

74.3%

23.8%

79.2%

78.2%

47.5%

24.8%

18.8%

5.0%

2.0%

10.9%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人の健康状態

結婚

家族の病気､看護

家族の介護

出産･育児

子どもの教育

配偶者の仕事

持家を取得済みであること

自己啓発

その他

無回答

全体（n=439）
100人以下（n=163）
101人～300人以下（n=174）
301人以上（n=101）
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（３）両立支援を進めていく上での転勤についての課題 

 転勤がある企業について、両立支援を進めていく上で、転勤について

の課題をみると、「特にない」が42.4％でもっとも多い。次いで、「転勤

する社員が一部に偏在し､転勤している社員の不満がある」が19.9％、

「配偶者の転勤をきっかけに退職する社員がいる」が14.3％である。 

 また、「育児のために転勤できない人が多く、転勤の運用が困難」「親

等の介護のために転勤ができない人が多く、転勤の運用が困難」は

いずれも１割強と、ほぼ同水準となっている。 

図表５０ 両立支援を進めていく上での転勤についての課題 

11.9%

3.7%

12.9%

5.3%

19.9%

2.9%

2.4%

14.3%

3.7%

12.6%

42.4%

2.6%

14.0%

4.0%

12.0%

4.0%

20.0%

2.0%

4.0%

2.0%

4.0%

14.0%

46.0%

2.0%

8.2%

2.4%

12.9%

4.7%

18.8%

2.4%

1.2%

12.9%

3.5%

14.1%

47.1%

2.4%

13.5%

5.2%

14.3%

8.4%

21.1%

5.2%

1.6%

37.5%

3.6%

8.0%

29.5%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児のために転勤ができない人が多く､

転勤の運用が困難

育児のために転勤ができず､

退職する社員がいる

親等の介護のために転勤ができない人が

多く､転勤の運用が困難

親等の介護のために転勤ができず､

退職する社員がいる

転勤する社員が一部に偏在し､

転勤している社員の不満がある

育児事由で転勤できないために､

ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟできない社員がいる

介護事由で転勤できないために､

ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟできない社員がいる

配偶者の転勤をきっかけに

退職する社員がいる

その他

わからない

特にない

無回答

全体（n=1042）
100人以下（n=430）
101人～300人以下（n=361）
301人以上（n=251）
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７. 全社員を対象とした働き方改革 
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（１）全社員を対象とした働き方改革の考え方 

 全社員を対象とした働き方改革の考え方は、「労働時間削減と柔軟な働き方を同時に進めていくべきだ」が54.3％でもっとも多く、次いで

「一律の労働時間削減を徹底すべきだ」が20.9％、「各人の裁量で柔軟に働けるようにすべきだ」が15.6％となっている。 

 「301人以上」では、他と比べて「労働時間削減と柔軟な働き方を同時に進めていくべきだ」の割合が72.4％と高い一方、「100人以下」では、

「各人の裁量で柔軟に働けるようにすべきだ」が19.1％と高くなっており、企業規模により方針に差がみられる。 

図表５１ 全社員を対象とした働き方改革の考え方 

20.9%

21.3%

22.3%

16.2%

15.6%

19.1%

14.1%

6.0%

54.3%

48.2%

56.0%

72.4%

4.7%

5.7%

3.8%

3.3%

4.5%

5.7%

3.8%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）

一律の労働時間削減を徹底すべきだ
各人の裁量で柔軟に働けるようにすべきだ
労働時間削減と柔軟な働き方を同時に進めていくべきだ
その他
無回答
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（２）働き方改革の取組、効果をあげている取組 

 全社員を対象とした働き方改革として①取り組んでいるこ

とは、「半日単位、時間単位等の休暇制度」が64.3％で

もっとも多く、次いで「有給休暇の取得促進の呼びかけ」が

38.2％である。 

 このうち、②労働時間の削減や柔軟な働き方の促進に効

果をあげている取組は、「半日単位、時間単位等の休暇

制度」が38.8％でもっとも多く、次いで「有給休暇の取得促

進の呼びかけ」と「ノー残業デーの設定」がともに22.1％と

なっている。 

図表５２ 全社員を対象とした働き方改革として取り組んでいること 

35.3%

4.8%

13.9%

16.8%

14.4%

3.8%

64.3%

38.2%

27.4%

28.3%

32.8%

9.3%

11.9%

5.7%

12.7%

4.6%

8.9%

0.6%

5.1%

5.6%

22.1%

2.8%

9.0%

11.1%

11.5%

3.0%

38.8%

22.1%

16.3%

18.0%

17.6%

6.1%

6.8%

2.8%

6.2%

3.0%

4.1%

0.4%

8.0%

21.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ﾉｰ残業ﾃﾞｰの設定

朝型勤務の導入

深夜残業の禁止

始業･終業時間の繰り上げ･繰り下げ

ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制度の導入や活用促進

ﾃﾚﾜｰｸや在宅勤務制度の導入や活用促進

半日単位､時間単位等の休暇制度

有給休暇の取得促進の呼びかけ

有給休暇の計画取得

業務ﾌﾟﾛｾｽの見直し

担当者が不在時に

他の人が仕事を代替できる体制づくり

業務量･業務負荷に応じた業務計画の作成

会議時間のﾙｰﾙ化

男女の役割分担意識に基づく

慣行の見直しなど職場風土の改善

働き方に関する管理職へのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修

管理職の評価へのﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの

取組に関する項目設定

人事評価への｢時間あたり生産性｣

重視方針の取り入れ

その他

特に実施していることはない

無回答

全体（n=2328)

全社員を対象とした働き方改革として取り組んでいること

労働時間の削減や柔軟な働き方の促進に効果をあげている取組
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（３）働き方改革を進める上での課題 

 働き方改革を進める上での課題は、「就業時間が固定化されており､

柔軟な時間設定ができないこと」、「有給休暇を取得しにくいこと」、

「労働時間が長いこと」がいずれも３割前後である。 

図表５３ 働き方改革を進める上での課題 

29.5%

30.1%

31.0%

18.5%

27.3%

16.7%

21.5%

27.7%

4.9%

15.3%

3.2%

2.6%

11.4%

4.3%

9.5%

3.2%

23.4%

27.0%

34.8%

14.2%

26.2%

15.6%

14.2%

26.2%

4.3%

18.4%

4.3%

2.8%

9.9%

5.7%

12.8%

2.8%

32.1%

34.2%

28.3%

19.6%

27.7%

18.5%

25.0%

27.7%

4.3%

9.8%

1.1%

2.2%

13.0%

2.2%

6.5%

4.3%

45.9%

31.8%

24.0%

31.8%

30.3%

16.2%

39.6%

33.0%

8.7%

17.1%

4.5%

2.7%

12.9%

4.2%

4.5%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

労働時間が長いこと

有給休暇を取得しにくいこと

就業時間が固定化されており､

柔軟な時間設定ができないこと

会議や調整に要する時間が長いこと

在宅勤務制度が活用しづらいこと

育児や介護などの理由がある人しか

制度等を利用できないこと

女性は制度を利用したり休暇を

取得しやすいが男性はしにくいこと

深夜や休日対応の必要な仕事が多いこと

転勤や長期出張が多いこと

長時間働く人が評価される風潮があること

同じﾍﾟｰｽで昇進･昇格しないと

ｷｬﾘｱ形成できないこと

長期休業や再雇用の制度がないこと

時間制約のある人が

特定の部署でしか働けないこと

その他

特に課題はない

無回答

全体（n=2328）

100人以下（n=1213）

101人～300人以下（n=782）

301人以上（n=333）


